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青年企業の倒産が急速に減少してきた
社齢別の倒産企業数

社

                
水位が変われば、世間も変わる

経済が政治的に解釈される夏が始まる。今月は２日に日銀短観が公表(大阪支店、神戸支店も同

時)され、月初めから話題が豊富な月になる。景気は拡大中のはずなのに、業況判断ＤＩは悪化

している可能性が高いからだ。12日には日銀金融政策決定会合と総裁会見が予定されている。月

末にかけての話題は参議院議員選挙。国会の会期延長で、月末にまでずれ込んだ選挙の関心は社

会保険庁、公務員法案など焦点は多様。政情と景況が渾然となった変化が押し寄せてくる。 

それでも、月初めは日銀の動きに目を向けざるを得ない。金利の動きが急だからだ。６月に、

１～３月ＧＤＰ改定値が上方修正されて、幅広い業界での設備投資好調が確認されている。動き

は日銀の読みに乗っている。勿論、利上げ実施は７月以降であるかも知れないし、あるいはその

結果が大きな変化を生じさせない可能性もある。その条件は夏場の動きによって変化する。 

国内の関心は金利だろうが、海外からの注目は為替にあると思われる。極めて緩やかで、息が

長い景気拡大は、企業の収益構造変化やアジア地域の経済成長に支えられてきた。個人消費が拡

大すれば、拡大期間はさらに延びる。その確認以前に、設備投資の強さが表面化してきた。設備

投資は設備装置の需要を生むが、この間の景気はその装置産業の活況に支えられてきた。その後

の牽引役が特定できていない。その役割を担うと期待されている消費の領域では、食品小売価格

に変化が出てきた。物価安を享受してきた消費生活の変化と、水不足が生む生活上の不便さが政

治にどんな形で反映されるかも、７月に見えてくる。 

 

企業選別は着実に進んでいる 

緩やかな景気が持続的に拡大している。この拡大が企業の設備投資によって維持

され、消費へバトンタッチさ

れる状態には、未だなってい

ない。それでも持続性がある

のは、企業と産業の構造に変

化が生じているからだろう。 

昨年度の企業倒産件数(全

国)で見ると、社齢が10～19

年の青年企業倒産が継続的

に減少している。その一方で、

社齢が20～29年(1980年代創業)企業の倒産件数は１割近くも増加した。倒産の総件数

は３％減少しているので、この動きは目立つ。創業後30年を越す企業の倒産件数も
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昨年の工場新設は兵庫が日本一

データ：近畿経済産業局産業立地課
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負債金額は減少してきた

４％増加した。1990年代以前に創業した企業の事業構造転換が遅れている一方で、

新興企業の時代対応力は高まっている。 

 

負債総額の水位が大阪、兵庫ともに変化している 

時代の変化に合致した事業構造への転換が進んだ企業の選別が進んできたこと

で、企業倒産に伴う負債金額

も減少してきた。大阪府、兵

庫県における2006年度の倒

産件数、負債金額は、双方と

もに低下した。 

このことは、緩やかな景気

拡大の中で、生き残っていく

産業、企業の選別が進み、産

業構造の転換が進行してい

ることを示唆している。時代対応度を強める企業、産業の中から登場してきた投資

拡大が景気を牽引している。 

 

工場立地を先導しているのは機械産業 

投資動向を反映しているのは、工場の立地動向だ。従来は海外立地を求めて低迷し

ていた国内での工場立地は、復活傾向にある。昨年(暦年)の工場立地件数日本一は兵

庫県の115件だった(新設95件、

増設20件)。最も多かったのは

機械４業種（一般、電気、輸送用、

精密）の33件。これに金属製品

の30件が続いている。この傾

向は大阪府にも見て取れる。 

地域別では阪神地域への立

地が58件で最多だった。 

工場立地は補助金よりも広

さ、価格、物流インフラ、消費地との距離を重視する傾向が強まっている。この点で、

阪神間には優位に立てる土壌がある。この立地優位と、エネルギー消費、汚染処理の

環境整備などの充実度が今後の動向を左右していく。 
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景気回復は機械比率の上昇とも連動している
　　　県内総生産に占める機械依存度
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土地の公示価格はプラスになっている
準工業地の年率変化

％

ＧＤＰでの機械産業比率で水位が変化している 

          2002年１月から始まったとされる景気拡大は、戦後最長の拡大を続けている。こ

の拡大を県別総生産で見ると、機械産業出荷額比率の増加という形で具象化される。

名目の域内総生産に占める

機械４業種（一般、電気、輸送

用、精密）合計が占める比率の

推移を見ると、2001年を境に

その水準が変化している。 

全国の地域別で比較すれ

ば、この高さが地域経済に大

きな影響を与えているのが

分かる。今回の景気回復は、外需に刺激された設備投資から始まった。機械産業は

その影響が最も大きかった。 

 

部分的に、準工業地の地価上昇率がまっている 

機械産業の活況は、別の側面から見れば、設備投資を通じた新たな投資拡大に繋

がる。機械産業そのものの活

性化を通じて、他産業が勢い

づき、全体の景気刺激に繋が

る。実際の動きとしては、土

地取得などへの波及効果も

生む。 

大阪府下の準工業地(環境

悪化の可能性が低い工業用途地域

で、住宅を含む殆どの用途のものの建設が認められる)の地価は急速に上げ幅を大きくして

きている。この変化が示唆しているのは、産業分野とその立地で地域経済に温度差

が生じているという現実だ。 

 

底を打ってきた、ごみの排出量は景気動向と連動 

大阪市内とその衛星都市の一部準工業地での地価が反騰してきているのと連動

して、ごみの収集量にも変化が出てきている。グラフに見たのは大阪市と豊中市の

場合だ。両市の月次収集量は類似した変化を見せていることが分かる。 
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㌧

破線は推計値

豊中市

大阪市

豊中市 大阪市ごみ排出量は反転傾向

㌧

両市ともに、減量を推進し、分別収集と取り組んでいる。この結果、収集量は2004

年度までは減少傾向にあった。しかし2005年からは下げ止まりを見せ、足元では増

加に転じてきた。景気水準の上昇がごみ排出量の増勢に繋がっている可能性がある。 

産業分野では不法投棄が

増加している。一般廃棄物・

産業廃棄物を合わせた不法

投棄の検挙件数は兵庫で高

水準、大阪では増加している。

大阪の場合、昨暦年での検挙

件数は183件。その前年は143

件だった。家庭、産業分野と

もに、経済活動の活発化は、後処理の問題を表面化させる。 

 

７月から始まる小売物価の上昇、そのストレス度は 

７月から小売物価の一部で反転が始まる。食用油やマヨネーズの大手供給者が出

荷価格を引き上げるからだ。大阪市内小売価格の推移を見ると、これらの産品には

すでに年初から上昇の兆し

があった。一連の動きが、ご

みの排出量に変化を及ぼす

ほどのものかどうかはなお、

判断を下せない。食用油(なた

ね油1,000g)やマヨネーズ(ポリ

容器500g)は上昇とは言え、過

去の水準を抜いてくるわけ

ではないからだ。７月からの

小売価格上昇は、家計支出を左右するほどのものではない。(グラフ中の表記はトイレ

ット用紙＝再生紙100%・白・55m12ロール、テッシュペーパー＝パルプ100%・180組・５箱、バナ

ナ＝１kg、鶏肉＝ブロイラー・もも100g、ガソリン＝１ℓ)。問題は、ガソリン代替燃料の利

用拡大が引き鉄となっている農産物価格の高騰がどの位の期間、どんな幅で影響し

てくるかだ。その始まりが７月になる。食品物価の上昇が渇水や政情の不安定と重

なりあえば、生活者には新たなストレス要因にはなる。          (神保) 
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